
平成 25年度実績に関する事務事業評価表
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方
針

)

事業者であり消費者である魚津市役所が率先して、地球温暖化防止活動
やグリーン購入の実施（環境配慮物品の購入、使用、廃棄等）、省エネ
ルギー（電気、燃料等の使用の合理化）、ノーマイカーの取組などを実
施し、循環型社会の実現に向けた各種活動を行い、市民等の模範となる
ことで周知と実践につなげていくことが必要である。
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37-１　温室効果ガス削減対策

リサイクルした機密文書の量
ノーマイカー実施回数

市民協働の状況

実績
4,100
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１次評価
（課長総括）

3,594,000
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3,360,000
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3,581,587

800
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-40.0%

実施主体の適正化

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度
コスト効率

-40.0%

○地球温暖化防止魚津市役所実行計画に基づく温暖化防止対策の実施。
　１．機密文書リサイクル（年4回）　２．ノーマイカー通勤の実施（毎週水曜日ノーマイカーデー）
○グリーン購入調達方針に基づく、環境に配慮した物品調達使用を実施。
○エネルギー管理マニュアルに基づくエネルギー使用の合理化を推進し、エネルギー使用量を削減。（夏の省エネ対策の周知ほか）
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事 業 概 要

循環型社会の実現に向け、事業者であり消費者である魚津市役所の職員が率先して、地球温暖化防止活動に取り組む
事業。
グリーン購入の実施（環境配慮物品の購入、使用、廃棄等）、省エネルギー（電気、燃料等の使用の合理化）、ノー
マイカーの取組などを実施する。

対　   　象

意       図
（成果指標）

○市の職員が率先して地球温暖化防止活動に取り組む。○市役所から排出される機密文書をリサイクルし、ごみを減量する。
○ノーマイカー通勤を実施し、温室効果ガスの排出量を削減する。○グリーン購入を実施し、環境に配慮した物品調達使用を実施。
○エネルギーの使用の合理化を推進し、エネルギー使用量を削減。

機密文書リサイクルの実施。グリーン購入、省エネルギーの推進。

職員、市が保有する機密文書、市が実施する温暖化防止対策、グリーン購入、エネルギー

手       段
（活動指標）

単位 24年度
実績
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協働になじまない

一般会計

衛生費

保健衛生費

環境保全費

基本目標５　豊かな自然と共生したまち

13　脱温暖化・循環型社会の構築

37　地球温暖化防止対策の推進
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環境安全課地球温暖化防止魚津市役所実行計画推進事業

地球温暖化防止魚津市役所実行計画推進事業
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　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容
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評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性
目的の妥当性
対象の妥当性

２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり

２ 検討の余地あり

２ 目標どおり

１ 高い
１ 適正である

２ 検討の余地あり
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施  策  名

環境安全課電気自動車等維持管理事業

電気自動車等維持管理事業

自治事務

環境政策係
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単位 24年度
実績 達成率

一般会計

衛生費

保健衛生費

環境保全費

1
1

市民協働の状況

電気自動車普及による二酸化炭素削減
魚津市役所の二酸化炭素の削減

政  策  名

計画
1

100.0%
100.0%

基本目標５　豊かな自然と共生したまち

13　脱温暖化・循環型社会の構築

37　地球温暖化防止対策の推進

予
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予 算 事 業 名
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果
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標

２
事
業
概
要

事 業 概 要
地球温暖化防止対策の一環として、二酸化炭素を全く排出しない電気自動車を公用車に導入することにより、その普
及・啓発に活用する。また、電気自動車急速充電器を市役所駐車場に維持することにより利便性を向上させ、電気自
動車の普及・啓発を推進する。
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③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

○電気自動車急速充電器の24時間、年中無休による運用の実施
○国の平成24年度補正予算において「次世代自動車充電インフラ整備促進事業」が措置されたことにより、富山県次世代自動車イン
フラ整備ビジョンの策定することとなり、市町村計画を提出した。
○EV・PHV用充電器検索アプリ「EV・PHV充電まっぷ」への充電器情報の掲載開始（充電器利用への周知）

1,517,171

799,590

588,000

①事務事業に携わる正規職員数

①需用費
②委託料
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１ 高い
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１次評価
（課長総括）

効  率  性

有  効  性

Ｂ
負担割合の適正化

コスト効率
実施主体の適正化

Ａ

自治体関与の妥当性

1,387,590

目標達成度

1

協働になじまない

1

37-１　温室効果ガス削減対策

急速充電器設置基数

対　   　象

意       図
（成果指標）

手       段
（活動指標）

市民や魚津市役所の地球温暖化防止対策

活
動
指
標

電気自動車導入台数 1
1

電気自動車急速充電器の24時間、年中無休による運用の実施

0

指　標　名 実績計画
26年度

729,000

0

予算現額 決算額

3.5%

0

453,491
0

0

369.9%

0

決算増減率

0

176,000

400.00
150
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当初予算額

724,000

0
0

157.0%

25年度

900,000

47.7% 900,000

47.7%1,234,200

　

1,236,000

2

２ 検討の余地あり

2

1,570,200

80

336,000

9.3%

80

0

1,181,171

336,000 -42.9%

３ 妥当でない

３ 低い・未実施

47.7%
0.0%

0
0

0

336,000

80

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

1,234,200

2
1,234,200

1,181,171

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

円）（Ｂ）4,200

-42.9%

不要
計画どおり事業を実施することが適
当

２次評価
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課
題
及
び
今

後
の
方
針
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地球温暖化防止対策の一環として、CO2を排出しない電気自動車を公用車
に導入するとともに、電気自動車急速充電器を市役所に設置しその普
及・啓発に努めているが、国全体としての電気自動車の普及が遅々とし
て進まない状況にある。電気自動車の普及、拡大に向けて市としてでき
る限りの啓発に努めることが大切である。

評
価
結
果


